（別添３－２）
居宅サービス事業者自主点検表（指定特定施設入居者生活介護）
	記入年月日
	令和　　年　　月　　日

	法　人　名
	
	

	代表者（理事長）名
	

	介護保険事業所番号
	４
	０
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	事業所
	名称
	

	
	所在地
	

	記入担当者職・氏名
	（職）　　　（氏名）
	連絡先電話番号
	－　　　－


□　自主点検表記載にあたっての留意事項
（１）チェック項目については、該当・非該当のいずれかにチェック（　レ　）をしてください。
（２）事例がない場合は、空白部分に「事例なし」と記入ください。
　　（３）その他については、具体的に記載してください。
（４）研修については「研修予定・実績」に記載してください。
（１）チェック項目
（人員の配置）
	項　　目
	
	該当
	非該当

	従業者
（職種別の人数を記載してください。）
（基準第１７５条）
	勤務形態
職　種
	常　勤（人）
	非常勤（人）
	

	
	
	専　従
	兼　務
	専　従
	兼　務
	

	
	看護職員
	
	
	
	
	

	
	介護職員
	
	
	
	
	

	
	機能訓練指導員
	
	
	
	
	

	
	生活相談員
	
	
	
	
	

	
	計画作成担当者
	
	
	
	
	

	平均利用者数
	年
　　月分の月平均
	要介護者＋要支援２
　　　　人
	当該月の全利用者の延数を当該月の日数で除して得た数とする。
	

	
	
	要支援１の者　　　　
人
	
	

	管理者
（基準第１７６条）
	常勤で専ら当該事業所の管理業務に従事しているか。
	□
	□

	
	兼務している場合、同一敷地内等になっているか
	□
	□

	
	兼務の事業と職種を記載
	
	


（設備）
	項　　目
	
	該当
	非該当

	構　造

	利用者が車椅子で円滑に移動することが可能な空間と構造を有しているか。
構造設備の基準は、建築基準法及び消防法の定めるところによっているか。
	□
	□



（事業の運営）
	項　　目
	
	該当
	非該当

	内容及び手続の説明及び契約の締結等

（基準第１７８条）


	サービスの提供開始前に、あらかじめ、利用申込者又はその家族に対し、重要事項を記載した文書（重要事項説明書）を交付して説明を行っているか。
	□
	□

	
	サービスの内容及び利用料金等について利用者の同意を得ているか。
	□
	□

	
	重要事項説明書には利用者の署名・捺印を受けているか。
	□
	□

	
	重要事項説明には次の内容が記載されており、その内容はわかりやすいものとなっているか。

· 運営規程の概要

· 従業者の勤務体制

· 利用料の額及び改定の方法

· 苦情処理の体制

· 事故発生時の対応

· 介護居室、一時介護室、食堂及び機能訓練室の広さその他の利用申込者のサービス選択に資すると認められる重要事項
	□

□

□

□

□

□

□
	□

□

□

□

□

□

□

	
	サービスの提供開始について、利用者と契約書を交わしているか。
	□
	□

	
	契約において、入所者の権利を不当に狭めるような契約解除の条件を定めていないか。（定めていない→該当）
	□
	□

	
	より適切なサービス提供のため、利用者を介護居室又は一時介護室に移して介護を行う場合にあっては、利用者の意思の確認等の手続を契約書に記載しているか。
	□
	□

	掲　示
（基準第１９２条
　　準用第３２条）
	事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、従業者の勤務の体制その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を掲示しているか。または、閲覧可能な形で、ファイル等で備え置いているか。
	□
	□

	広　告
（基準第１９２条
　　準用第３４条）
	内容が虚偽又は誇大なものになっていないか。
（なっていない→該当）
	□
	□

	勤務体制の確保等
（基準第１９０条）
	従業者の資質向上のため、研修の機会を確保しているか。
	□
	□

	受給資格等の確認
（基準第１９２条
　　準用第１１条）
	利用申込者の被保険者証で、被保険者資格、要介護認定等の有無及び要介護認定等の有効期間を確認しているか。
	□
	□

	
	被保険者証に認定審査会意見が記載されているときは、サービス提供を行うに際し､その意見を考慮しているか。
	□
	□

	要介護認定等の申請に係る援助
（基準第１９２条
　　準用第１２条）
	利用申込者が要介護認定等を受けていない場合に、要介護認定申請のために必要な援助を行っているか。
	□
	□

	
	有効期間が終了する３０日前には要介護認定の更新申請が行われるように必要な援助を行っているか。
	□
	□

	サービス提供の記録

（基準第１８１条）
	サービスの開始に際しては開始の年月日及び入所している特定施設の名称を、サービスの終了に際しては終了の年月日を利用者の被保険者証に記載しているか。
	□
	□

	利用料等の受領

（基準第１８２条）
領収証の交付

(法４１条８項)
(規則６５条)
	利用者負担として、居宅介護サービス費用基準額または居宅支援サービス費用基準額の１割（法令により給付率が９割でない場合はそれに応じた割合）の支払を受けているか。
	□
	□

	
	利用料に法定代理受領サービスに該当する場合とそれ以外との間で不合理な差額を生じさせていないか。（いない→該当）
	□
	□

	
	利用料の他には、次の費用の額以外の支払を受けていないか。

（いない→該当）

1 利用者の選定により提供される介護その他の日常生活上の便宜に要する費用

2 おむつ代

指定特定施設入所者生活介護において提供される便宜のうち、日常生活においても通常必要となるものに係る費用であって、その利用者に負担させることが適当と認められるもの。
	□
	□


	
	利用料等の支払いを受ける際、利用者に対し領収証を交付しているか。
	□
	□

	
	領収証には、保険給付の対象額とその他の費用を区分して記載し、その他の費用についてはさらに個別の費用ごとに区分して記載しているか。
	□
	□

	特定施設サービス計画の作成

（基準第１８４条）
	利用者又は家族の希望及び利用者について把握された解決すべき課題に基づき、他の従業者と協議の上､サービスの目標及びその達成時期、サービスの内容、サービスを提供する上での留意点を盛り込んだ特定施設サービス計画の原案を作成しているか。
	□
	□

	特定施設サービス計画の作成

（基準第１８４条）
保険給付の請求のための証明書の交付

（基準第１９２条

準用第２１条）
	特定施設サービス計画の原案について、利用者に対して説明し、文書による同意を得ているか。
	□
	□

	
	作成した特定施設サービス計画を利用者に交付しているか。
	□
	□

	
	他の従業者との継続的な連絡により、特定施設サービス計画の実施状況の把握及び必要に応じた特定施設サービス計画の変更を行っているか。
	□
	□

	
	償還払いとなる利用者に対するサービス提供証明書の交付を行っているか。（事例はないが、対応できる→該当）
	□
	□

	指定特定施設入居者生活介護の取扱方針

（基準第１８３条）
	利用者の要介護状態の軽減又は悪化の防止に資するよう、認知症の状況等利用者の心身の状況を踏まえて、日常生活に必要な援助を適切に行っているか。
	□
	□

	指定特定施設入居者生活介護の取扱方針

（基準第１８３条）
介護

（基準第１８５条）
	サービスの提供に当たっては、特定施設サービス計画に基づき、漫然かつ画一的にならないよう配慮しているか。
	□
	□

	
	懇切丁寧なサービスの提供を心がけるとともに、サービスの提供方法等を利用者又はその家族にわかりやすく説明しているか。
	□
	□

	
	身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為は、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合のみに限っているか。

緊急やむを得ず身体的拘束等を行った場合には、その態様及び時間、その利用者の心身の状況、緊急やむを得なかった理由を記録しているか。
	□

事例なし

□
	□

	
	利用者の心身の状況に応じ､利用者の自立支援及び日常生活の充実に資するよう、適切な技術をもって行っているか。
	□
	□

	介護

（基準第１８５条）

	サービスの提供に当たっては､利用者の人格に十分に配慮して実施しているか。
	□
	□

	
	自ら入浴が困難な利用者について、1週間に2回以上適切な方法により、入浴又は清しきを実施しているか。
	□
	□

	
	利用者の心身の状況に応じ、適切な方法により、排泄の自立について必要な援助を行っているか。
	□
	□

	
	食事、離床、着替え、整容その他日常生活上の世話を適切に行っているか。
	□
	□

	機能訓練

（基準第１９２条

準用第１３２条）
	利用者の心身の状況を踏まえ、必要に応じて日常生活を送る上で必要な生活機能の改善又は維持の機能訓練を行っているか。
	□
	□

	健康管理

（基準第１８６条）
	常に利用者の健康の状況に注意し、健康保持のための適切な措置を講じているか。
	□
	□

	利用者の家族との連携等

（基準第１８８条）
	常に利用者の家族との連携を図るとともに、利用者とその家族との交流等の機会を確保するよう努めているか。
	□
	□

	緊急時等の対応

（基準第１９２条

準用第５１条）
	サービス提供中に、利用者の病状急変やその他の必要な場合には、主治医又あらかじめ定めた協力医療機関への連絡等の適切な措置をとっているか。
	□
	□

	業務の委託

（基準第１９０条）
	サービス提供に係る業務の全部又は一部を他の事業者に委託する場合、次の事項について文書により取り決めているか。

・当該委託の範囲

・業務の実施に当たり遵守すべき条件

・当該委託業務が運営基準に従って適切に行われていることの受託者の定期的な確認

・受託者に対し指示を行い得る旨

・受託者に対し指示を行った場合に講じた措置の確認

・当該委託業務により入居者に賠償すべき事故が発生した場合の責任の所在

・その他当該委託業務の実施に必要な事項
	□

委託していない

□
	□

	業務の委託

（基準第１９０条）
地域との連携等

（基準第１９１条の２）
	受託者への指示は、文書により行い、講じられた措置の確認の結果を記録しているか。（委託なし→回答不要）
	□
	□

	
	受託者に委託した業務の全部又は一部を再委託させていないか（委託なし→回答不要）
	□
	□

	
	事業の運営に当たっては、地域住民又はその自発的な活動等との連携及び協力を行う等の地域との交流に努めているか。
	□
	□

	非常災害対策

（基準第１９２条

準用第１０３条）
	非常災害に対する災害種別ごとの具体的計画を立てておくとともに、非常災害に備えるため、定期的に避難、救出その他必要な訓練を行っているか。
	□
	□

	業務継続計画の策定
（第１９２条

準用３０条の２）
	感染症や非常災害の発生時に対応する業務継続計画を策定しているか。また、従業員に必要な研修や訓練を行っているか。
（令和６年３月末まで努力規定）
	□
	□

	衛生管理

（基準第１９２条

準用第１０４条）
	感染症の予防及びまん延防止のための措置を講じているか（委員会の開催、指針整備、研修及び訓練の実施）
（令和６年３月末まで努力規定）
	□
	□

	協力医療機関等

（基準第１９１条）
協力医療機関等

（基準第１９１条）

	利用者の病状の急変等に備えるため、あらかじめ、協力医療機関、協力歯科医療機関を定めているか。
	□
	□

	
	利用者の入院や休日夜間等における対応について円滑な協力を得るため、当該協力医療機関等との間で必要な事項を取り決めているか。
	□
	□

	事故発生時の対応

（基準第１９２条

準用第３７条）
	サービス提供時に事故が発生した場合、事故に対応した適切な処置をとるとともに、利用者の家族、市町村に連絡を行うなどの体制をとっているか。
	□
	□

	虐待の防止
（基準第１９２条

準用第３７条の２）
	虐待の発生又はその再発を防止するための措置を講じているか
（委員会の開催、指針整備、研修の実施、担当者の配置）
（令和６年３月末で努力規定）
	□
	□

	会計の区分

（基準第１９２条

準用第３８条）
	事業所ごとに経理を区分するとともに、特定施設入居者生活介護事業とその他の事業とに区分して会計処理しているか。
	□
	□

	サービス提供記録の

整備

（基準第１９１条の３）
（地方自治法第236条第1項）
	従業者、設備、備品及び会計に関する諸記録を整備しているか。
	□
	□

	
	利用者に対するサービス提供に関する諸記録を整備し、その完結の日から５年間保存しているか。
	□
	□

	居宅介護支援事業者に対する利益供与の禁止

（基準第１９２条

準用第３５条）
	居宅介護支援事業者又はその従業者に対し、利用者に対して特定の事業者によるサービスを利用させることの対償として、金品その他の財産上の利益を供与していないか。

（していない→該当）
	□
	□

	利用者に関する市町村への通知

（基準第１９２条

準用第２６条）
	利用者について、次のいずれかに該当する状況が生じた場合、遅滞なく、意見を付して市町村に通知しましたか。

1 正当な理由なしに指定特定施設入居者生活介護の利用に関する指示に従わないことにより、要介護状態等の程度を増進させたと認められるとき。

②　偽りその他不正な行為によって保険給付を受け、又は受けようとしたとき。
	□

事例なし

□
	□

	ハラスメント対策の強化
（基準１９０条）
	セクシュアルハラスメント及びパワーハラスメントの防止に係る措置を講じているか。
	□
	□


（介護給付費関係）
	項　　目
	
	該当
	非該当

	介護給付費単位
	平成１２年厚生省告示第２２号の「厚生大臣が定める１単位の単価」に、平成１２年厚生省告示第１９号の別表「指定居宅介護給付費単位数表」に定める単位を乗じて費用の算出をしているか。
	□
	□

	端数処理
	上記費用の額に１円未満の端数があるときは、端数を切り捨てているか。
	□
	□

	従業員の員数が基準を満たさない場合の
算定
	介護職員もしくは看護職員（外部サービス利用型特定施設入居者生活介護の場合は介護職員）の員数が基準を満たさない場合には、所定単位数の100分の70に相当する単位数を算定しているか。
	□
事例なし
□
	□


（２）その他　　（具体的に記載してください。）
	項　　目
	
	該当
	非該当

	サービス提供拒否及び提供困難時の対応
	サービスの提供を拒否したことがありますか。
	□
	□

	
	拒否したことのある場合、どのような理由によるものか、また、どのように対応しましたか。
	

	
	・
・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・
・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・
・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・
・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・
・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	


	秘密保持等
	従業者に対し、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らすことがないようどのような措置を講じていますか。
	

	
	・
・                                      　                
・
・                                      　                
・
・                                    　                  
・
・                                  　                    
	

	苦情処理
	提供したサービスについて利用者又はその家族から苦情がありましたか。
	□
	□

	
	苦情があった場合、どのような苦情でしたか。
	

	
	・
・                                　                      
・
・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・
・                               　                       
・
・                               　                       
	

	
	苦情があった場合、どのように対応しましたか。
	

	
	・
・                                      　                
・
・                                      　                
・
・                                      　                
・
・                                       　               
・
・                                       　               
	

	質の評価
	提供するサービスの質について、自己評価とそれに基づく改善をどのように行っているか。
	

	
	・
・                            　                          
・
・                           　                           
・
・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	

	
	また、その評価結果について、重要事項説明書に添付するなど積極的に公表しているか。
	

	
	・
・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・
・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・
・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・
・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	


（３）研修及び従業者の勤務体制
（平成　　年度　研修予定・実績）
	区分
	実施年月日
	研修出席者
	研修内容

	所内研修
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	所外研修
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


- 1 -

